
高齢者保健福祉・介護保険制度を取りまく最近の動向について 

 

１ 要介護認定方法の見直しに伴う経過措置について 

○ 平成２１年４月に，最新の介護の手間を反映させること，できるだけ調査員個々の判断や地域ごとのバ

ラツキを是正することを目的として，要介護認定の見直しが行われた。 

 （主な見直し内容） 

 ・ 要介護認定に係る調査については，能力勘案や日常生活への支障を考慮せず実態のみを反映し，個別

事情は特記事項に記載 

  ・ 調査員の捉え方によって評価が異なりやすい調査項目，主治医意見書によって代替可能な調査項目を

除外 

○ 見直しに関して，利用者等から軽度化を危惧する不安の意見があったため，厚生労働省において有識者

による検討会が設置され検証が行われることとなり，併せて更新申請で従前の要介護度と異なる判定が出

た場合には従前の要介護度を希望できる経過措置が実施された。 

○ ３回にわたる検証・検討の結果，軽度に判定される傾向が若干認められたため，平成２１年１０月から

要介護認定における調査項目（７４項目中４３項目）の定義の見直しを行い，経過措置を終了することと

なった。 

  ・ 平成２１年４・５月（経過措置適用前）と前年同月の２次判定結果比較 

    非該当：０．９％→２．４％，要支援１：１４．３％→１７．８％ 

（主な見直し内容） 

  ・ 実際に行ってもらった状況と介護者等から聞き取りした日頃の状態が異なる場合は，より頻回な状況

で選択 

  ・ 実際に行われている介助の方法が不適切な場合は，適切な介助を選択 

  ・ 生活習慣等によって介助（行為）が発生していない場合は，類似の行為で評価 

○ 平成２１年４月１日以降新規に認定申請を行った方のうち非該当又は本人の認識より軽度（重度）に判

定されたと申し出た方について，再申請又は区分変更申請の勧奨を実施した。 

○ 平成２２年１月１５日に「第４回要介護認定見直しに係る検証・検討会」が開催，以下のとおり報告さ

れた。 

  ・ 要介護認定のバラツキについては，全体的に相当程度小さくなっている。 

  ・ 各要介護度別の分布については，平成２１年４月からの見直しと比べると非該当者及び軽度者の割合

は大幅に減少し，軽度者の一部については割合が大きくなったものの，全体的に過去３年に近い分布を

示している。 

  ・ 平成２１年４月から９月に新たに申請をし非該当となった方で，１０月以降に再申請をされた方のう

ち９２．６％は，要支援１から要介護５までの何れかの要介護度が判定された。 

  ・ また，平成２１年４月から９月に新たに申請をし認定された方で，１０月以降に区分変更申請をされ

た方のうち８０．２％は，前回より重度に判定された。 

○ 以上により，要介護認定の見直しにかかる混乱は終息し，検証・検討会の目的は概ね達成されたとし，

検証・検討会は終了することとなった。 
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○ 本市における状況についても，概ね国と同様の傾向にある（別紙１参照）。 

○ なお，要介護認定見直しに係る検証・検討会においては「今後の要介護認定のあり方等については，介

護保険制度全般の見直しに向けた議論の方向性を待って，公開の場で議論を進めていくことが適当であ

る。」としている。 

 

２ 介護従事者の処遇改善・人材確保について 

（１）これまでの動向 

○ 少子長寿化により福祉・介護サービスの需要が今後ますます伸びていく状況の中,介護職の人材

確保については，介護サービスの質の維持・向上を図る観点から重要な課題となっている。 

しかし，介護職の平均賃金が全業種平均を下回ることや，他の産業と比較して離職率が高いこ

と，介護福祉士の有資格者の多くが福祉・介護分野に従事しておらず，潜在的有資格者に留まっ

ていること等，介護職を取り巻く現状は，様々な問題を抱えている。 

○ これまでの主な動き 

・平成 20年 5月 21 日 「介護従事者等の人材確保のための介護従事者等の処遇改善に関する 

法律」の施行 

・    10 月 30 日  政府の新たな「生活対策」において，平成 21 年度以降の介護報酬 

改定等を発表（介護従事者の処遇改善と人材確保等のため） 

・平成 21年 4月 1 日～  第 4 期介護保険事業計画期間における介護報酬の３％引上げ（介護 

保険制度発足以来初） 

国において，介護従事者処遇改善臨時特例交付金を財政措置（介護 

報酬を引上げに伴う第 4期介護保険料の急激な上昇を抑制するため） 

・       4 月 10 日  「『経済危機対策』に関する政府・与党会議，経済対策閣僚会議合同 

会議」において「経済危機対策」の取りまとめ 

・       5 月 29 日  国の平成 21 年度補正予算において，介護職員処遇改善交付金等を 

措置 

・    10 月 23 日  政府の「緊急雇用対策」において，『「働きながら資格をとる」介護 

雇用プログラム』等の実施を決定 

・    12 月 15 日 「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を受けた平成 21 年度 

補正予算(第 2 号)（平成 21 年 12 月 15 日）で，｢介護，医療，農林， 

環境・エネルギー等の重点分野における雇用の創造｣として財政措置 

（２） 介護従事者処遇改善交付金について 

  ○ 平成 21年度の介護報酬３％プラス改定に加え，介護職員の処遇改善に取り組む事業者へ資金の交付

を行うことにより，介護職員の処遇改善を更に進めていくため，平成 21 年 10 月から，介護職員１人

当たり平均 1.5万円を助成する介護職員処遇改善交付金が交付されている。 

  ○ 交付金の申請率については，平成 21年 10月 9日現在の全国平均で約 48％であったが，行政による

申請勧奨の取組等の結果，12月末時点では全国平均で 80％（京都府 87％）となっている。〔別紙２－

１参照〕 



  ○ 厚生労働省において，介護従事者処遇改善交付金も含め，介護保険制度に係る書類や事務手続きにつ

いて，これまで制度改正や報酬改定が重なったこともあって，書類作成や事務手続が煩雑で，関係者の

負担となっているとの指摘があることから，その見直しが行われることとなった。これに先立ち，平成

22 年 2 月 3 日から利用者，事業者，従事者，自治体等関係者等，広く関係者に対して，見直しの参考

とするための意見募集が行われている。（平成 22年 3月 31日締切）〔別紙２－２参照〕 

  ○ 平成 22 年度以降については，長期的に介護職員の確保・定着の推進を図るためには，能力，資格，

経験等に応じた処遇がなされることが重要であることから，交付金の助成に当たって，現行の要件に加

えてキャリアパスに関する要件等を追加し，本要件を満たさない場合は助成額を減額することとされて

いる。制度の詳細については現在国において検討中である。〔別紙２－３参照〕 

  ○ 介護従事者の人材確保・処遇改善は今後とも引き続き取り組んでいく必要があり当該交付金制度が終

了する平成 24年度以降も処遇改善に取り組んでいく方針を厚生労働大臣が表明している。 

 

（３）処遇改善状況等の調査について 

  ○ 国においては，平成 21年度介護報酬改定が介護従事者の処遇改善に反映されているかの検証を行う

ため，平成 21年 10月に介護報酬改定影響検証事業（介護従事者処遇状況等調査）を実施した。 

〔平成 22年 1月 25日発表の調査結果（速報）は別紙２－４参照〕 

  ○ 介護報酬改定に加えて，介護職員処遇改善交付金の影響も踏まえた介護従事者の処遇改善状況を把握

するため，国において，平成 22年夏頃に介護事業経営概況調査及び介護従事者処遇状況等調査の実施

が予定されている。〔別紙２－５参照〕 

 

３ 地域包括ケア推進会議について 

 ○ 急速な高齢化の進展の中，保健，医療，介護，福祉，住まい及び地域生活支援サービス等を包括的に提

供して高齢者等を支援する「地域包括ケア」の普及推進を目的として，平成２１年１１月１７日に「全国

地域包括ケア推進会議」の初会合が行われた。 

 ○ 本推進会議については，山井厚生労働大臣政務官の下，保健，医療，福祉等に関連する５３団体を構成

員としているものであり，今後，厳しい経済情勢の中での良質な介護人材の確保，高齢者の日常生活にお

ける課題やニーズの把握，介護サービス提供体制の拡充等について議論されることとなっている。 

 

４ 全国の特別養護老人ホーム入所申込者の状況について 

○ 今後の介護サービス基盤整備の検討に関する基礎資料とするため，厚生労働省が全国の特別養護老人ホ

ームの入所申込者の状況について実数調査を実施し，平成２２年１月２５日に都道府県ごとの入所申込者

数の公表を行った。〔別紙２－６参照〕 

○ 要介護１以上の特別養護老人ホーム入所申込者について，全国では４２１，２５９人，京都府内では５，

６１０人であるとの調査結果が明らかになったが，当該調査の実施に当たっては，各都道府県が独自の方

法や基準で集計したために単純な各都道府県間の計数比較が困難であり，厚生労働省においては，今後，

さらに詳細な状況を把握するための抽出調査を実施し，４月頃に公表を行う予定とされている。 

 



５ 都市型ケアハウス（仮称）の創設について 

 ○ 都市部において単身の低所得高齢者が増加していることを踏まえ，厚生労働省は平成２２年３月に「軽

費老人ホームの設備，運営に関する基準」省令を改正し，従来の軽費老人ホーム（ケアハウス）より居室

面積を狭くする一方，利用料を低く抑える「都市型ケアハウス（仮称）」を平成２２年度から創設するこ

ととした。 

 ○ 制度創設と合わせて，定員一人当たり１５０万円の施設整備補助を実施し，地価や人件費が高い首都圏

や近畿圏，中部圏における低所得者向けの高齢者の居住確保を促進する狙いであり，設備に関する具体的

基準については，定員２０人以下，居室面積７．４３㎡以上（従来型：定員２０人以上，居室面積２１．

６㎡以上）とし，人員配置についても施設長には生活相談員との兼務を認めるなど，大幅な特例措置によ

り利用料の低廉化が図られる見通しである。〔別紙２－７参照〕 



 

 

 

 

要介護認定の見直しに係る検証・検討会（２２年１月１５日）に示された 

要介護認定結果と本市との比較 

 

 

 

１ １次判定結果（10・11月判定分） 

 国（12／4） 本市 国との増△減 

非 該 当 ４．０％  １．８％ △ ２．２ｐｔ．

要支援１ １６．８％ １６．６％ △ ０．２ｐｔ．

要支援２ １５．０％ ２０．３％ ＋ ５．３ｐｔ．

要介護１ １９．２％ １６．５％ △ ２．７ｐｔ．

要介護２ １４．４％ １５．７％ ＋ １．３ｐｔ．

要介護３ １０．９％ １１．１％ ± ０．２ｐｔ．

要介護４ １１．２％  １０．１％ △ １．１ｐｔ．

要介護５  ８．６％  ７．９％ △ ０．７ｐｔ．

 

 

 

２ ２次判定結果（10・11月判定分） 

 国（12／4） 本市 国との増△減 

非 該 当 １．１％  ０．７％ △ ０．４ｐｔ．

要支援１ １６．１％ １５．８％ △ ０．３ｐｔ．

要支援２ １５．６％ １９．３％ ＋ ３．７ｐｔ．

要介護１ １９．３％ １７．１％ △ ２．２ｐｔ．

要介護２ １５．９％ １６．７％ ＋ ０．８ｐｔ．

要介護３ １１．８％ １１．７％ △ ０．１ｐｔ．

要介護４ １０．７％  １０．１％ △ ０．６ｐｔ．

要介護５   ９．６％  ８．６％ △ １．０ｐｔ．

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 



 

 

 

３ 非該当で再申請された方の要介護認定結果 

 国（12／4） 本市（３５人） 国との増△減 

非 該 当 ７．４％  ５．７％ △ １．７ｐｔ． 

要支援１ ４８．８％ ４０．０％ △ ８．８ｐｔ．

要支援２ １８．９％ １７．１％ △ １．８ｐｔ．

要介護１ １５．５％ ２８．６％ ＋１３．１ｐｔ．

要介護２ ４．７％ ８．６％ ＋ ３．９ｐｔ．

要介護３ １．７％ ０．０％ △ １．７ｐｔ．

要介護４ １．７％ ０．０％ △ １．７ｐｔ．

要介護５   ０．０％  ０．０％ ± ０．０ｐｔ．

非該当以外 ９２．６％ ９４．３％ △ １．７ｐｔ．

 

 

 

４ 区分変更申請された方の前回判定との比較 

 国（12／4） 本市（109人） 国との増△減 

軽度になった ２．７％ ０．０％ △ ２．７ｐｔ． 

変わらない １７．１％ ５．５％ △１１．６ｐｔ． 

重度になった ８０．２％ ９４．５％ ＋１４．３ｐｔ． 

 

 





































22,420 8,051

5,700 5,610

5,539 10,379

10,067 25,100

2,727 4,820

6,844 2,468

10,402 2,320

4,807 5,941

5,167 6,770

8,225 19,680

14,067 7,898

16,646 1,462

43,746 3,835

22,865 3,953

18,044 2,574

1,489 17,166

1,611 1,317

3,191 3,936

5,564 10,277

4,793 3,945

13,053 3,150

10,310 6,639

9,203 3,026

14,462 421,259










